
NO 113
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 4 4 100.0% 平成３０年度

令和元年度 9 9 100.0% 令和元年度

令和２年度 14 － － 令和２年度 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 教職員の働き方改革推進事業（生涯学習スポーツ振興課）  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

スポーツ開放事業において近年、利⽤件数や利⽤団体も増えており、予約・調整、利⽤調整会議の開催や電話・窓⼝
対応などの事務⼿続きのほとんどをおこなっている副校⻑への負担軽減を⽬的としています。

平成３０年度 1,825 0 0 1,825

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,825 100.0%

令和元年度 4,866 0 0 4,866 4,866 100.0%

－ － －

平成30年度（芝浦⼩、芝⼩、御成⾨中、三⽥中）
令和元年度（御⽥⼩、⻘南⼩、東町⼩、港南中、お台場学園）
令和2年度（⾼輪台⼩、⾚⽻⼩、⻘⼭⼩、南⼭⼩、⾼松中）
計14校

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 6,758 － －

その他

平成３０年度 100.0% 1,825 0 0 0

令和元年度 100.0% 4,866 0 0 0

令和２年度 100.0% 6,758 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

教育委員会では平成30年度から「港区教職員の働き方改革実施計画」を策定し教職員の働き方改革を推進しています。
計画に基づき、令和2年度時点で区⽴⼩中学校28校中14校の委託化を⾏い、副校⻑から負担が⼤幅に軽減されたとの評
価をいただいています。
引き続き、委託による効果及び課題などを検証した上で、計画的に全校委託化を⽬指し本事業を継続します。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は、スポーツ開放事業における事務⼿続きを委託することで教職員の負担軽減につなげることを⽬的とする事業であ
り、教職員によるヒアリングから、教職員の負担軽減につながる効果が認められているため「継続」評価とします。

港区学校教育推進計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (18)子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ⑤安全・安⼼で魅⼒ある教育環境の整備

指標２

港区⽴⼩・中学校で実施しているスポーツ開放事業における施設の予約・調整、利⽤調整会議などの事務⼿続きを委
託しています。

指標１
委託導入校数
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 400 495 123.8% 平成３０年度 100 91 91.0%

令和元年度 400 839 209.8% 令和元年度 100 68 68.0%

令和２年度 400 － － 令和２年度 100 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 東京2020オリンピック・パラリンピック競技⼤会等気運醸成  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

東京2020オリンピック・パラリンピック競技⼤会の開催に向けた気運の醸成を図るため、区⺠の「する」「みる」「支える」ス
ポーツ活動を推進する事業を実施します。

平成３０年度 28,267 6 0 28,273

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

26,576 94.0%

令和元年度 23,600 63 0 23,663 19,562 82.7%

15,637 － －

平成25年9⽉の東京2020オリンピック・パラリンピック競技⼤会の開催決定を受けて、平成27年度から本事業を開始しました。
オリンピアン・パラリンピアン等のトップアスリートを招いたスポーツ教室やスポーツボランティアの養成講座、国際⼤会等のパブリック
ビューイングを実施することで、区⺠の東京2020⼤会への気運を⾼めるとともに、「する」「みる」「支える」スポーツ活動を推進して
います。
また、平成28年度から事前キャンプ等の誘致に取り組み、イギリスオリンピック委員会（BOA)のお台場学園使⽤に関して、平
成30年度に契約を締結しました。契約締結を契機として、区⺠とイギリスチーム等との国際交流の機会を創出しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 19,727 － -4,090

その他

平成３０年度 82.3% 23,267 0 5,000 0

令和元年度 78.8% 18,600 0 5,000 0

令和２年度 74.7% 14,727 0 5,000 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

当初、東京2020⼤会開催年となる令和２年度で本事業を終了し、⼤会後のレガシーとして継続する必要がある取組（ス
ポーツボランティア養成講座）を令和３年度以降、個別事業として計上する予定でした。
しかしながら、東京2020⼤会が１年延期となったため、令和３年度も本事業を継続して実施することとします。
実施にあたっては、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、実施回数や実施規模、実施⼿法を精査し、令和３年度は事
業を縮⼩した上で実施します。
スポーツボランティア養成講座（ポート・スポーツ・サポーターズクラブ）については、令和４年度以降、個別事業として実施して
いきます。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤を踏まえ、実施回数や実施規模、実施⼿法を精査することから、「縮⼩・一部廃止」と
評価します。

港区基本計画、港区スポーツ推進計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （25）誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ①誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動の促進

指標２
スポーツボランティア養成講座応募者数

（１）オリンピアン・パラリンピアン等によるスポーツ教室
　①実施回数︓２回　②実施⼿法︓委託
（２）スポーツボランティア養成講座（ポート・スポーツ・サポーターズクラブ）
　①実施回数︓７回　②実施⼿法︓委託
（３）国際⼤会等のパブリックビューイング
　令和２年度は、東京2020⼤会開催年であったため、企画課にて予算計上。生涯学習スポーツ振興課では予算計上なし。
（４）イギリスオリンピック委員会のお台場学園使⽤に向けた調整
　①実施内容︓東京2020⼤会の延期に伴うBOAとのお台場学園使⽤期間の再調整及び清掃、ケータリング等に関する各事業者
との再協議　②実施⼿法︓委託

指標１
スポーツ教室参加者数
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 2 2 100.0% 平成３０年度

令和元年度 2 2 100.0% 令和元年度

令和２年度 2 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 （25）誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ①誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動の促進

指標２

【⽬的】子どもを対象とするスポーツ事業の運営に要する経費の一部を補助することにより、区内の子どものスポーツ振興
や地域社会の発展に寄与することを⽬的としています。
【対象団体】区と連携協⼒に関する基本協定を締結している団体⼜は、その団体の構成員が中⼼となり運営している
実⾏委員会
【補助⾦】補助率１/２　上限額500,000円
【時期】4⽉1日から３⽉10日までに実施する事業を対象

指標１
交付団体数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は子どもを対象とするスポーツ事業の運営に要する経費の一部を補助する事業ですが、事業のニーズ等を踏まえ、補助
対象団体数を⾒直すことから、「縮⼩・一部廃止」と評価します。

港区スポーツ推進計画、港区子どものスポーツ振興事業補助⾦交付要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

1,000 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

　港区スポーツ推進計画で子どものスポーツ⼤会の支援を掲げており、わんぱく相撲⼤会をはじめとして、本事業は有益に執⾏
されています。
　ただし、執⾏率が80％程度であることや、補助⾦の対象団体となる要件が限られており、申請数も例年2団体のみのため、
来年度の補助対象団体を1団体とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 1,000 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,000 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

　平成28年度に、わんぱく相撲港区⼤会に企画経営部企画課が区政７０周年記念事業として補助⾦を１５０万
円支出した経緯から、平成29年度に、子どものスポーツ振興に寄与することを⽬的とした補助⾦の設⽴を検討し、平成
30年度の予算要求として、100万円（50万円×２団体）が予算措置されました。当補助⾦はわんぱく相撲⼤会に
限らず、港区ホームページにより、補助対象団体を公募しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 1,000 － －

83.0%

令和元年度 1,000 0 0 1,000 821 82.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　区と連携協⼒に関する基本協定を締結している団体等が実施する子どもを対象とするスポーツ事業の運営に要する経
費の一部を補助することにより、区内の子どものスポーツ振興や地域社会の発展に寄与することを⽬的としています。

平成３０年度 1,000 0 0 1,000

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

830

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 子どものスポーツ⼤会支援事業  １０ 事業費の状況
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 3 5 166.7% 平成３０年度 50 35 70.0%

令和元年度 4 4 100.0% 令和元年度 50 14 28.0%

令和２年度 4 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 （25）誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ①誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動の促進

指標２
参加実人数

①対象者︓　区内⼩学生（⾼学年）、中学生、⾼校生
②実施時期、実施回数
　平成30年度　8⽉3日、8⽉10日、8⽉23日、9⽉15日、2⽉2日
　令和元年度　1⽉7日、1⽉11日、2⽉8日、2⽉23日
③事務⼿続の方法、利⽤方法、支給要件、利⽤者負担、実施体制など
　・区内⼩・中学校、⾼校へチラシを配布し、電話で申し込みを受け付け後、区から受講決定通知を送付。
　・テレビ局⾒学や、座学によるアナウンサー講座を実施。
　・アナウンサー講座の講師謝礼、参加者の保険料の支払い。

指標１
実施回数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

参加者数等が少ないことから、別の実施方法により、⽬的を達成する方向性であるため、「廃止」評価とします。

港区スポーツ推進計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

233 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業への参加者数が少ないこと、また事業執⾏率が低いことから、令和3年度は予算計上が必要な座学によるアナウンサー
講座は実施せず、令和2年度をもって本事業を廃止します。
令和3年度は、令和2年度までに本事業へ参加した方を対象に、実践の場として東京2020⼤会の観客・選⼿との交流の場
を設ける形で事業実施を⾏います。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 323 0 0 0

令和元年度 100.0% 303 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

港区スポーツ推進計画「⽴地特性を生かしたイベントの実施」を踏まえ、区内に放送局が多くあることから、東京2020⼤
会に向けて、街⾓子どもスポーツリポーターを育成し、観客・選⼿との交流ができる体制を構築し、スポーツを支える活動
の振興を図るための事業として実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 233 － －

53.9%

令和元年度 303 0 0 303 259 85.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内⼩学生（⾼学年）、中学生、⾼校生を対象に、区内の⺠間放送事業者と連携を図り、将来のスポーツキャス
ターの育成のため、テレビ局⾒学やアナウンサー講座、レポーター体験を⾏います。

平成３０年度 323 0 0 323

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

174

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 区内の放送局と連携したスポーツ事業の推進  １０ 事業費の状況
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 1,485 1,467 98.8% 平成３０年度

令和元年度 1,485 1,611 108.5% 令和元年度

令和２年度 1,485 － － 令和２年度 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 ラグビーを生かしたスポーツ振興  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区と（公財）日本ラグビーフットボール協会が締結した基本協定に基づき、地域社会におけるスポーツの発展及び健全
育成に寄与することを⽬的としています。

平成３０年度 6,058 0 0 6,058

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

6,057 100.0%

令和元年度 5,806 0 0 5,806 5,583 96.2%

－ － －

平成21年2⽉に港区と（財）日本ラグビーフットボール協会が締結した基本協定に基づき、平成22年度に⻘⼭⼩学
校で港区タグラグビー教室を開校しています。平成23年度に東町⼩学校、平成24年度に港南⼩学校、平成25年度
に御成⾨⼩学校で教室を開校し、平成26年度からは4教室の交流試合を実施しています。
平成27年度より、ラグビートップリーグチームと連携し、スポーツ教室等のイベントを開催し、区⺠とラグビートップチームリー
グ選⼿との交流を推進しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 5,175 － －

その他

平成３０年度 100.0% 6,058 0 0 0

令和元年度 100.0% 5,806 0 0 0

令和２年度 64.0% 3,312 0 0 1,863

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は、地域にとって身近な学校でラグビーに親しむことができることから、幼児・子供・⾼齢者及び障害者など、幅広い層が
継続的に参加し、生涯スポーツの推進に役⽴っています。
引き続き、「港区スポーツ推進計画」に掲げる、誰もが楽しめるスポーツ活動の促進や、スポーツを通じた仲間づくり、地域づくり
を推進するため、区内企業との連携を図りながら事業を継続します。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

実施主体の変更については検討の余地があるものの、地域社会におけるスポーツの発展及び健全育成に寄与する事業⽬的
を踏まえ、引き続き事業を継続して実施する必要性が認められることから、「継続」評価とします。
令和３年度中に実施主体の変更等、必要な体制の整備を⾏ってください。

港区スポーツ推進計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （25）誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ②スポーツを通じた仲間づくり・地域づくり

指標２

タグラグビー教室（年間）
⻘⼭教室　    11回 東町教室　   11回 港南教室　　 11回
御成⾨教室　 11回 竹芝教室     11回

トップチームとの交流事業
年5回

指標１
参加者数



NO 118
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 340,000 421,696 124.0% 平成３０年度

令和元年度 340,000 376,467 110.7% 令和元年度

令和２年度 340,000 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 （25）誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ③身近にスポーツを楽しめる場の確保

指標２

地域住⺠のスポーツ活動の場として、教育委員会に登録した港区⽴学校施設等使⽤事前届出団体及び一般団体を
対象に、⼩・中学校の校庭及び体育館等を開放しています。

指標１
利用者数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は、地域住⺠に身近な学校施設を開放することで、スポーツをする場の確保につながっており、区⺠ニーズが⾼く必要
性が⾼い事業であることから「継続」評価とします。ただし、利⽤料⾦の⾒直しについては、受益者負担、歳⼊確保の観点か
ら、今後も検討していくこととします。

港区スポーツ推進計画、港区⽴学校施設等使⽤条例、港区⽴学校施設等使⽤条例施⾏規則、港区⽴学校施設使⽤に伴う使
⽤団体の事前届出及び使⽤に関する要綱、港区⽴学校夜間校庭開放運営要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

93,119 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は、区⺠のニーズも⾼く、地域住⺠に身近な学校施設を開放することで、区⺠の健康増進や生涯スポーツの推進に繋
がっています。地域にとって身近な学校を、通年利⽤できることから、年間約40万⼈の利⽤があり、幼児・子供・⾼齢者など、
幅広い層が継続的に利⽤し、健康づくりや生きがいづくりに役⽴っています。
新型コロナウイルス感染拡⼤防止のため、令和２年２⽉29日から学校施設開放を休止し、７⽉25日の再開に⾄るまで多く
の区⺠から再開時期の問い合わせがありました。
現在も学校施設の利⽤を望む地域住⺠の声があり、スポーツをする場の確保が必要なことから、本事業を継続します。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 85,534 0 0 0

令和元年度 100.0% 87,604 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

○　平成元年１２⽉　学校施設開放（地域スポーツ開放）モデル校事業が⼩学校５校を指定し開始
○　平成２年４⽉　中学校校庭開放事業開始。少年野球・少年サッカー団体を対象に６校の校庭を開放
○　平成５年４⽉　スポーツ開放事業を⼩・中学校全校を対象に開始。学校施設開放モデル校事業を発展的に解消し、⼩・中学
校全校の校庭及び体育館を対象に、学校施設等使⽤事前届出団体のスポーツ活動の場として利⽤開始
○　平成８年６⽉　⻘⼭中学校夜間校庭開放開始

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 93,119 － －

99.4%

令和元年度 87,604 1,261 0 88,865 88,307 99.4%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

学校教育に支障のない範囲で学校施設を開放し、地域住⺠の身近なスポーツ活動の場として活⽤することで、健康の
維持、増進を推進しています。

平成３０年度 85,534 1,379 0 86,913

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

86,427

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 スポーツ開放事業  １０ 事業費の状況



NO 119
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 53,000 63,387 119.6% 平成３０年度

令和元年度 53,000 55,149 104.1% 令和元年度

令和２年度 53,000 － － 令和２年度 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 学校プール開放事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

学校教育に支障のない範囲で学校プールを開放し、地域住⺠の身近なスポーツ活動の場として活⽤することで健康の
維持、増進を推進しています。

平成３０年度 75,062 -1,377 0 73,685

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

72,521 98.4%

令和元年度 72,928 -169 0 72,759 68,231 93.8%

－ － －

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金

令和２年度 87,533 － －

その他

平成３０年度 79.3% 59,502 0 0 15,560

14,945

令和２年度 82.9% 72,588 0 0 14,945

令和元年度 79.5% 57,983 0 0

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は、区⺠のニーズも⾼く、地域住⺠に身近なプール施設を開放することで、区⺠の健康増進や生涯スポーツの推進につ
ながり、より広く区⺠一⼈ひとりの暮らしを豊かにすることができます。
地域にとって身近な学校で、低料⾦でプールを通年で利⽤できることから、年間５万⼈を超える利⽤があり、幼児・子供・⾼齢
者及び障害者など、幅広い層が継続的に利⽤し、健康づくりや生きがいづくりに役⽴っています。
新型コロナウイルス感染拡⼤防止のため、令和２年２⽉29日からプール開放を休止し、８⽉１日の再開に⾄るまで、多くの
区⺠から再開時期の問い合わせがありました。
引き続き、地域住⺠のスポーツをする場の確保が必要なことから、本事業を継続します。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は、地域住⺠に身近な学校施設を開放することで、スポーツをする場の確保につながっており、区⺠ニーズが⾼く必要
性が⾼い事業であることから「継続」評価とします。ただし、利⽤料⾦の⾒直しについては、受益者負担、歳⼊確保の観点か
ら、今後も検討していくこととします。

港区スポーツ推進計画、港区⽴学校屋内プールの使⽤に関する規則、港区⽴学校屋内プール運営要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (25)誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ③身近にスポーツを楽しめる場の確保

指標２

【利⽤日及び利⽤時間】
・御成⾨中︓⽕曜〜⾦曜日18︓30〜20︓30
・港南⼩、本村⼩、⾚坂⼩︓⽊曜・⾦曜17︓00〜20︓00
・本村⼩︓⽉曜・⽔曜16︓30〜18︓30（平成28年９⽉より団体専⽤枠として拡⼤しました。）
・⾚坂⼩︓⽕曜・⽔曜18︓00〜20︓00（平成29年４⽉より団体専⽤枠として拡⼤しました。）
・⾼松中、⾼陵中︓⽊曜・⾦曜18︓30〜20︓30
・全校共通︓⼟曜・日曜及び利⽤日が祝日と重なるとき10︓00〜20︓00（２時間の開放毎に休憩あり）

【利⽤料⾦】⼤⼈500円、⼩学生・中学生・⾼校生100円、団体18,700円（２時間料⾦）
　※第１・３日曜日は区⺠無料公開日、第２・４⼟曜は⼩学生・中学生・⾼校生無料公開日

指標１
利用者数

平成２年６⽉　　⾚坂⼩（旧檜町⼩）開放
平成３年７⽉　　本村⼩開放
平成４年７⽉　　⾼松中開放
平成６年11⽉　　御成⾨中開放
平成20年５⽉　　港陽中開放
平成22年６⽉　　⾼陵中開放
平成22年７⽉　　港南⼩開放

平成26年４⽉　　使⽤料⾦を改正（⼤⼈４００円、⼩⼈１
００円、団体１５，６００円）
平成28年９⽉　　本村⼩　⽉曜・⽔曜を団体利⽤枠とする。
平成29年４⽉　　⾚坂⼩　⽕曜・⽔曜を団体利⽤枠とする。
使⽤料を改正（⼤⼈５００円、⼩・中・⾼生１２０円、団体
１８，７００円）
平成29年12⽉　　使⽤料を改正（⼩・中・⾼生１００円）
令和元年７⽉　　⾼松中　第⼆⾦曜日を団体利⽤枠とする。

 ６ 背景、経緯

 ７ 事業内容



NO 120
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 150 146 97.3% 平成３０年度 9 10 111.1%

令和元年度 80 83 103.8% 令和元年度 6 7 116.7%

令和２年度 50 － － 令和２年度 6 － －

 ３ 政策名 （26）⾃⼰実現をめざす区⺠の多様な学習活動を支援する

 ４ 施策名 ②学習機会の充実

指標２
企画会議数(実績には自主会議含)

学びの成果を生かしたい区⺠を募り、本事業の趣旨を踏まえた港区に関わる講座等を実施するために企画会議を⾏い
ます。企画会議においては、企画の⾃主運営方法等の学習・実践の場を提供します。専⾨性のあるファシリテーターが事
業参加メンバー（以下「メンバー」という。）の⾃発的な発想を促すことで、メンバーは⾃ら気づき、⾃分の学びを発信す
ることを習得します。さらに企画会議で考えた講座等を実施することで、経験を積み、振り返りによって次へ生かします。
メンバーが本事業に参加することで経験を習得し、それを⾃主的・主体的な地域活動等に生かすことで、学びの循環が
生まれます。

指標１
実施企画参加人数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

学びをとおして地域や世代を超えた⼈のつながりを生みだす「学びの循環」の仕組みづくりを⾏うための本事業は必要性が認め
られ、今後も事業を継続する必要があることから、「継続」評価とします。
企画会議のメンバーが主体的に活動する中で、次のリーダーを育成し、事業を継承していくという運営方法の確⽴や、指定管
理者の専⾨性を効果的に活⽤した事業の充実について引き続き検討してください。

生涯学習推進計画、みなと学びの循環事業実施要綱、社会教育法

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

696 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮⼩・一部廃止　　　　４廃止

本事業は今年度で４年⽬を迎えています。受講生は、講座やイベントの企画・運営等の⼿法や地域運営に必要な基礎スキ
ルや⼼構え等を学んだ後、⾃主的な活動を⾏うことで、区⺠生活を豊かにしています。
【受講後の活動や意識変化等】
・本事業の企画がきっかけで交流した⾃治体と町会が連携し、お祭りに物産展を誘致する等、地域活動で活躍しています。
・本事業にて発足した、区を知ってもらう（港区検定）ための⾃主グループで、継続して活動しています。
・本事業を通して学びを伝える⼿段を教えてもらったので、今後は⾃主的な活動を⾏っていきたいという声が上がるなど、意識変
化がありました。
今後は、新型コロナ感染症拡⼤防止の一環として、オンライン等の⼿法を取り⼊りながら事業を推進し、生涯学習センター事
業の企画等、学びを生かす機会を増やすため、令和元年度から段階的に事業を移⾏していき、次期指定管理（令和6年
度）の指定管理業務とする予定です。本事業は、生涯学習推進計画で重点として取組を推進しているため、引き続き継続
します。 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 698 0 0 0

令和元年度 100.0% 711 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

港区生涯学習推進計画にかかるアンケート調査（平成26年度、平成29年度、令和元年度実施）の回答では、生
涯学習を実施している⼈々が「学びを⾃分以外の⼈のために生かしたい」という回答はいずれの年度でも６〜７割と⾼い
数値を占めています。さらに、学びを生かせない理由として、「どのように生かしていいかわからない」「生かし方がわからない」
という回答が半数を超えており、学びを生かすための⼿法を実践・提供していく場の確保が必要です。本事業は、学びを
生かしたい⼈が実践経験ができる場を確保するために平成29年度から開始しました。
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により対⾯での運営が難しくなってきているため、オンラインでも学
びの実践の場を確保し、どのような場所においても事業を実施できる持続可能な体制を構築しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 696 － －

98.4%

令和元年度 711 -24 0 687 402 58.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

学びの成果を生かしたい⼈や学びをとおして社会に参加したい⼈々が、⾃主的・主体的に企画運営できるよう、講座や
事業(以下「講座等」という。)実施を支援することで、学びをとおして地域や世代を超えた⼈のつながりを生みだす「学び
の循環」の仕組みづくりを⾏います。

平成３０年度 698 50 0 748

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

736

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた⼼ゆたかで健康な都⼼居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 みなと学びの循環事業  １０ 事業費の状況


